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1 .はじめに
交流拠点形成からみた
日本海沿岸都市の評価に関する研究
本多義明格 小林郁美川
A Study on Evaluation of Cities on the Sea of japan 
by Formation of Exchange Point 
Yoshiaki HONDA and Ikumi KOBAYASHI 
(Received Aug. 8， 1994) 
This paper tries to evaluate the Exchange Point of Cities on the Sea of Japan in 
the time of the regional exchange in Japan sea rim area. 
Firstly， 33 cities are evaluated by five index presenting function of exchange 
pomt. 
Secondly， degree of exchange and accumulation is tasted by Factor Analysis 
composed of 14 index， and classified into four clusters by Clusters Analysis. 
Lastly， future course of each city is discussed. 
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北陸地域を含む日本海沿岸地域は、古来よりわが国の海外との交流の窓口として、また大陸のさ
まざまな文化の交流拠点として、重要な役割を果たしてきた地域である。しかしながら、 17世紀以
降、鎖国政策やイデオロギーの対立などにより日本海を舞台にした交流が途絶え、目に見えない
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「壁 が存在する閉さされた海となっていった。さらにそこ八、わが国の近代化ニ西欧化の過程で、
重化学工業を中心とする高度経済成長が1960年頃から始まり、太平洋ベルト地帯を中心に新しい工
業地帯を造るため、道路・港湾などの整備に巨額の公共投資が行なわれた。その結果、対外政治・
経済構造等の変化、東京への諸機能の一極集中ともあいまって、いわゆる太平洋ベルト地帯と呼ば
れる地域と他の地域との経済的発展の不均衡が目立ち始め、特に日本海側地域は発展から取リ残さ
れる形となった。つまり、すべての目が太平洋に注がれ、 「日本海 lは忘れられた存在であったと
も言えよう O
しかし今日にいたり、環日本海を巡る経済社会的な環境は急速に変化した。旧ソ連が崩壊し、ロ
シア極東地域における自立の動きが際立ったこと、中国の改革・開放路線が定着してきたことなど
である。その結果、中国、朝鮮半島、シベリア、極東地域においても相互の経済交流への動きが活
性化してきている。また、わが国の経済的な成長、技術的な発展等を基礎とした世界的な地位の向
上は、 「環日本海交流圏」形成のための、これらの国々のわが国の役割に対する期待の増大をもた
らしつつある。日本の中央官庁においても「環日本海時代」が大きく認識され、対岸諸国に対する
具体的支援の方法等が検討されるようになってきている。今後若干の幸子余曲折はあるものの、環日
本海を巡る環境は好転し、そのポテンシャルの大きさから 21世紀には ECに匹敵する経済圏が形成
されるといわれている
第四次全国総合開発計画は、こうした国際的な環境の変化の一方で、多極分散型の国十ーの実現と
いう計画目標をふまえ、北陸地域について「……対岸諸国等との交流の進展を図り、環日本海交流
拠点の形成を日指す J と位置付けているじまた、東京~福岡間の第 a 国土軸、それに次ぐ第二国土
軸構想に対し、日本海側12府県が環日本海交流圏をキ ワ ド、に r 日本海国土軸 iを提唱している。
この日本海国土軸は環日本海交流圏の日本海側主軸であり、対岸諸国ヘの空路・航路の整備なと、
障・海・空の交通網を一体的に整備する必要がある。
これら新たな交流が、地域の発展の契機になるという期待は、日本海側各地域で共通しているよ
うであるが、環日本海交流に対する考え方は必ずしも同じではないようである。さらに、実際に行
なわれている交流活動は、定期航空路や領事館の誘致合戦などの過熱気味の地域間競争やイベント
的な色彩が強く、地元における交流経験の蓄積の有無も定かではない。今回の「環日本海時代;を
一過性のブ一一ムとしないためにも、交流拠点の形成を進めるとともにそれぞれの地域的展望を確立
し、さらに日本海側各地域が連帯感に基づいて環日本海諸国との交流と日本海の共同利用を進めて
いく必要があると思われる。
本研究は、環日本海交流の歴史と現況を把揮した上で、日本海側諸都市の特性を明らかにし、さ
らに交流拠点としての各種機能から各都市の交流拠点としての位置づけと発展の方向について検討
することを目的としている。
そのため交流拠点の機能を定義し、交流機能を表す指標を得点化(基準化)することによって日
本海沿岸各地域の特色と課題を示し、さらに因子分析法を用いて交流度を表す因子と集積度を表す
因子を抽出し、交流拠点としての各都市の位置づけを明らかにした。また、ケラスター分析法等を
用いて都市の類型化を図り、各地域における都市の位置づけと地域の特色ある発展方向を示した。
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2. 日本海沿岸各地域の特色と課題
( 1 )交流拠点機能
都市の拠点性には、従来の都市圏域における中心的な性質を持つ中心拠点性と、その圏域を越え
て広域な交流を実現できる交流拠点性がある o そして、多くの場合、中心拠点が交流拠点を兼ねて
いると思われるが、その中心拠点の持つ閉鎖性を交涜拠点へと高めていくための資質こそが、交流
拠点機能となる。そこで、これらの交流拠点が具備すべき機能として、①国際交流機能、 ω高度情
報化機能、③産業集積機能、④文化・余暇機能、⑤交通結節機能、の 5つの機能を挙ける表-
1 )また、中心拠点とはなりえない都市にしても、この 5つの機能めうちの]つあるいは複数の機
能が持化しているならば、中心拠点を補完する形で十分に交流拠点としての拠点性を有すると思わ
れる。
表-1 交流機能
? ? ?
内容 指 標 例
地方都市間交流|姉妹都市提携、国際課等の設置、視察ツアーの実施実
績、外国公館数
市民交流 草の根的交流実績、観光・リゾート資源、出入国人数
交換留学制度 i留学生数、交換留学制度の相手国数 etc 
高度情報化 1情報の受発信 1発信情報量、供給情報量、消費情報量、マスメディア
機能 ・パーソナルメディア、情報受発信施設
イベント・ 1イベント・コンペンションの実施実績、コンペンショ
コンペンション lン施設数、都市の紹介・ PR etc. 
産業集積 1地場産業 地場産業の支援実績、事業所数、販売額額
機能 1先端産業 l先端産業等の誘致実績、事業所数、販売額額
高度業務集積 |人口当り事業所数、人口当り販売額 etc. 
文化・余暇 1人材育成 |高等教育施設数と学生数、国際科等の有無と学生数、
機能 共同研究・技術協力等の実績
伝統・史蹟 i史蹟等活用事業、歴史的港湾環境創造事業等の有無
余暇・ lリゾート構想の有無、余暇施設数、ホテル・旅館数
アメニティ etc.
人流・物流
高速交通施設(空港・新幹線・高速道路等)、空港・
航路のルート数
旅客輸送人員、空港・港湾等の輸送実績、物流ターミ
??????
ナル等の施設数 etc. 
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①国際交流機能
姉妹都市の提携、国際課等の設置、視察、ソア の実施など地方都市間の交流を可能にする基盤を
持つ、あるし川立、草の根的な交流実績、交換留学等の制度の充実といった市民交流の地盤を有する、
国際的な観光・ 1)ゾ←ト資源を有するなど、内容ある国際交流を促進する機能を表す。
②高度情報化機能
十分な情報の受発信量(特に発信量)や、情報の効果的な統合・活用を可能にする情報受発信施
設といった高度な情報受発信機能、充実したコンペンション施設やイベント・コンペンションの開
催実績、都市の紹介 .PRなどのイベント・コンペンション機能等を表す ο
③産業集積機能
地場産業の活性化支援、先端産業等の誘致実績、業務施設の高度集積、財政力の蓄積といった、
高度な産業集積を可能にする機能を表す。
④文化・余暇機能
高等教育施設の充実、共同研究・技術協力等の実績といった人材育成機能、史跡や港湾の活用の
活用などの文化的な機能、観光・リゾート整備構想、宿泊施設の充実などの余暇・アメニテイの機
能等を表す。
⑤交通結節機能
高速交通施設(空港・新幹線・高速道路等)や雫路・航路等の充実、空港・港湾等と一体となっ
た地域づくり、物流タ ミナルの設置といった、人流・物流を支援する機能を表す。
( 2 )都市の選択
コーにの分析で対象とする都市を選択するために、 l前提条件としてつぎの S点を挙げる。
①三本海側に面した道府県の都市であること
@明らかに日本海側とは言い難し、都市は省くこと
③人口 50万人以下の地方中規模の都市であること
日本海沿岸地域には50万人以上の大規模の都市は札幌市、北九州市、福岡市の 3市程度で、これ
らの都市も同様に指標デ タの収集を行なうが、比較・分析をする場合、集積規模の大きく違う都
市を少数含むことは分析の信頼度を下げる結果となるためである。
次に、選択基準として以下の 4点のいずれかを満たす都市であることとする。
①県庁所在都市およびそれに匹敵する都市であること
県庁所在都市およびそれに匹敵する都市は、すでにその都市圏における中心拠点として、さまざ
まに機能していると思われるためである o
②人口 10万人以上の都市であること
拠点都市の形成には、一定の都市集積を有することが必要である。
③重要港湾を擁する都市|あること
今後の日本海を媒介とする交流を考えていく場合、港湾と一体になった地域づくりの推進が重要
になってくる。
④交通結節点の都市であること
現状において、交流を促進するためのハード的なインフラ整備が進んでいる必要がある o
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以上のような条件によって、日本海沿岸都市から33都市を選抜した。以下、この33都市を対象に
分析を行なっていく。
( 3 )交流機能得点による評価
まず、選択した33都市に対して、交流実績、情報の受発信量、産業集積量、インフラの整備状況
等を表す78指標に、昼間人口等の都市集積量を表す人口系の 8指標を加えた86指標を収集した後、
それらを国際交流機能・高度情報化機能・産業集積機能・文化余暇機能の 5機能と基礎デ←タ(都
市集積量)に分類する。次に、それぞれの指標ごとに値を基準化し、機能ごとに各都市の平均値を
とり、その値をその都市のそれぞれの機能得点とする。(表-2 ) 
①基礎データ
得点の大きい都市は、新潟市 (0.851)、金沢市 (0.772) 、富山市 (0.690) の順で、他の都市
と比較して突出しており、福井市 (0.547) 、鳥取市 (0.505) と続いている。逆に、得点の小さい
都市は、小さい方から小樽市 (0.150)、男鹿市 (0.169) 、稚内市 (0.176) 、留萌市 (0.195)の
順で、これらも他の都市と比較してもかなり小さい値である。
新潟市においては、 「人口」、 「人口密度」、 「流入超過人数(流入人口一流出人口) J 、 「昼
間人口」、 「増減数(社会十自然、) Jの 5指標において最も大きな値であり、他も「県外からの流
入人口」以外の指標で大きな値である。金沢市においては、 8指標すパてにおいて大きな値となっ
ており、富山市も「県外からの流入人口」以外は大きな値である。つまり、この 3都市は日本海沿
岸諸都市のなかで、大きな都市集積量を持っているといえる。ただし、新潟市、富山市は「県外か
らの流入人口」は比較的小さい値であることから、都市圏域を越えた拠点性という点で金沢市にや
や劣っている可能性がある。
一方、小樽市においては「流入超過人数」、 「増減数J とも負に最も大きく、他の 6指標につい
ても小さい値である。これらの都市は都市としての集積量が減少しているように恩われる。
②国際交流機能
機能得点の大きい I1頂仁、金沢市 (0.772) 、新潟市 (0.698)が突出しており、次いでやや下がっ
て富山市 (0.531)、下関市 (0.491)となる。逆に得点の小さい都市は男鹿市 (0.012) 、新湊市
(0.016) 、留萌市 (0.019) の順でほとんど Oに近い値である。
金沢市は、 「国際観光モデル地区指定地域」であり、 「在住外国人(中園、アメリカ、その他) J 
「姉妹都市数」、 「出国日本人数」で最も大きな値を示している。新潟市と富山市も、やはり
「国際観光モデル地区指定地域」であり「在住外国人(中園、東南アジア、南アジア、その他) J、
「出国日本人数」で大きな値を示す。特に、新潟市においては「環日本海地域における姉妹都市数」
は最も大きな値を示しており、同じ国際交流機能といっても、都市ごとに交流対象の傾向は違うよ
うである。一方、男鹿市、新湊市、留萌市においては、全ての指標において小さな値で、現状にお
いて国際交流機能といえるものはほとんどないと思われる。
③高度情報化機能
機能得点の大きい順に、やはり、金沢市 (0.797)、新潟市 (0.781)が突出しており、次いで、
富山市 (0.670) 、旭川市 (0.580) 、秋田市 (0.579) 、福井市 (0.549) と続いていており、小さ
い都市は、留萌市 (0.128) 、新湊市 (0.153)、境港市 (0.177) 、の順仁なっている。
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表-2 交流機能得点
都道府県 No. 都市名 基礎f"-IJ国際父涜 高度情報 産業集積 文化余暇 交通結節 総合得点
北海道 稚内市 0.176 0.144 0.199 0.076 0.092 0.165 0.851 
2 旭川市 0.300 0.347 日)0.580 ⑤ 0.506 0.346 ③ 0.422 @ 2.499 
留萌市 0.195 0.019 0.128 0.053 0.082 0.059 0.537 
4 小樽市 0.150 0.137 0.332 0.240 0.258 0.280 1. 398 
5 函館市 0.306 0.316 0.482 0.448 0.246 ② 0.519 2.317 
青森県 8 青森市 0.359 0.157 0.432 0.433 0.193 0.315 1. 889 
7 弘前市 0.376 0.088 0.306 0.252 0.337 0.132 1. 490 
秋田県 8 能代市 0.267 0.035 0.183 0.108 0.010 0.045 0.648 
9 秋田市 0.499 0.208 ゆ 0.579 0.503 0.361 0.344 2.495 
10 男鹿市 0.169 0.012 0.217 0.042 0.088 0.033 0.562 
山形県 11 酒田市 0.346 0.076 0.231 0.193 0.095 0.081 1.021 
12 鶴岡市 0.306 0.060 0.257 0.172 0.091 0.060 0.946 
‘13 山形市 0.432 0.317 0.390 0.446 3② y 0.408 0.245 2.239 
新潟県 14 新潟市 回0.851② 0.698 ~ 0.781 野0.866 0.555 ① 0.799 1) 4.551 
15 長岡市 0.454 0.194 0.337 0.390 0.261 0.266 1. 900 
16 上越市 0.326 0.121 0.239 0.241 0.242 0.187 1. 356 
富山県 17 富山市 ② 0.690 険 0.531@ 0.670 ゆ0.719③ 0.545 ④ 0.420 @ 3.574 
18 高岡市 0.443 0.232 0.331 0.434 0.122 0.243 1.806 
19 新湊市 0.231 0.016 0.153 0.091 0.008 0.120 0.619 I 
石川県 20 金沢市 ② 0.772 ① 0.722 ① 0.797 :D 0.889 rD 0.688 0.364 @ 4.233 
21 七尾市 0.291 0.176 0.261 0.098 0.149 0.053 1.027 
22 小松市 0.287 0.208 0.329 0.207 0.184 0.300 1. 516 
福井県 23 福井市 島0.547⑤ 0.388 0.549 rD 0.535 日)0.429 0.259 島 2.708
24 武生市 0.296 0.185 0.215 0.162 0.097 0.087 1. 042 
25 敦賀市 0.307 0.217 0.245 0.150 0.097 0.134 1.150 
思都府 26 舞鶴市 0.281 0.248 0.260 0.149 0.190 0.177 1. 305 I 
鳥取県 27 鳥取市 @ 0.505 0.186 0.385 0.283 0.384 0.156 1.899 
28 米子市 0.484 0.162 0.264 0.256 0.260 0.185 
29 境港市 0.361 0.035 0.177 0.069 0.139 0.070 0.851 
島根県 30 松江市 0.459 0.243 0.273 0.256 0.227 0.036 1.495 
31 出雲市 0.361 0.201 0.257 0.166 0.111 0.084 1.180 
32 浜田市 0.261 0.048 0.203 0.092 0.089 0.134 0.827 
山口県 33 下関市 0.424 rD 0.491 0.443 0.424 0.312 ⑤ 0.391 2.485 
平 均 0.379 0.219 0.348 0.302 0.233 0.217 1. 698 
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得点の大きいほうで挙がっている 6都市は、いずれも[国際コンペンシヨンシティ指定都市」で
あり、また金沢市、新潟市いおいては、 「発信情報量(全メディア、 「供給情報量(全メディ
アが共に大きい値を示しており、日本海側諸都市の情報拠点的な位置付けが考えられる。一方
留萌市、新湊市、境港市は、 「発信情報量」、 「供給情報量」が共に非常に小さいことから、どち
らかというと情報消費都市といえる。
④産業集積機能
機能得点の大きい都市は金沢市 (0.889) 、新潟市 (0.866) 、富山市 (0.719) の順で非常に突
出しており、やや下がって福井市 (0.535) 、旭川市 (0.506) が続いている。逆に、機能得点の小
さい都市は男鹿市 (0.042) 、留萌市 (0.053) 、境港市 (0.069) 、稚内市 (0.076) でかなり小さ
い値となっている。金沢市、新潟市、富山市は全ての指標において、大きな値を示しており、都市
の集積量がかなり影響を与えていることが考えられる。
⑤文化・余暇機能
機能得点は金沢市 (0.688) が突出して大きく、次いで新潟市 (0.555) 、富山市 (0.545) がほ
ぼ並んでいる。逆に、機能得点の低い都市は新湊市 (0.008) 、能代市 (0.010) でほとんど Oに近
い値である。金沢市と富山市には「頭脳立地構想」があり、また、金沢市と新潟市においては、大
学関連の全ての指標および|図書館蔵書数」、で大きな値を示しており、人材育成のための機能を
十分に有していると思われる。一方、新湊市、能代市は大学関連の指標は存在せず、観光・リソ、
ト関連の指標が低い値を示しているため、現状では文化・余暇面の機能はほとんど存在していない
と思われる。
⑥交通結節機能
この機能は、新潟市 (0.799) の機能得点が突出して大きくなっており、次いで、函館市 (0.519)
、やや下がって旭川市 (0.422) 、富山市 (0.420)、下関市 (0.391) が並んでいる。機能得点の
低いほうは、男鹿市 (0.033) 、松江市 (0.036) 、能代市 (0.045) 、七尾市 (0.053) 、留萌市
(0.059) のjl固でかなり小さい値を示す。
新潟市は特定重要港湾、空港、新幹線、高規格幹線道路網、トラッケターミナル数のハ ド面お
よび、人流・物流の両面で大きい値を持ち、インフラ整備の遅れの目立つ日本海側において、突出し
た都市といえる。また、国際航空輸送の面でまとまった実績を持つのは新潟のみである。函館市は、
主に自動車輸送と国内航空輸送面で大きな実績を示す。これは、北海道という地理的要因と思われ
る。
⑦総合得点
単に 6種類の得点の合計であるので、どの機能においても大きい得点を示している、新潟市(4. 
551 )、金沢市 (4.233) 、富山市 (3.574) が上位に挙がってくる。
( 4 )各地域の特色と課題
次に、各機能の平均得点を 1とした場合の、都市の各機能の得点をレーダーチャートによって示
す。(図 1) 
①北海道
北海道という地理上の要因から、とくに国内航空旅客輸送と自動車輸送において大きな実績を持
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ち、そこから交通結節機能に特化がみられる。ここから、空港を活かした拠点整備の方市]が考えら
れる。また、この 5都市のなかでは各機能がバランスよく発達している旭川 l甫を由心拠点として、
特に交通機能の特化した書館所を補完拠点として周辺地域の活性化を果たすことが出来る。
北海道の今後の発展方向としては、従来から結びつきの深いサハリンを始めとした;目、ノ j車種東地
域などにおける資源開発や観光開発の面での積極的役割が期待される。また、札幌の都市機能と千
歳空港のZ際的問継拠点機能の強化の推進等を核として、環日本海交流のみならず、北米、北欧と
も結む、ついた北方圏との国際交流の拡充を園ることが望まれる C
②東北日本語沿岸地域
この地域で、特に課題となってくることは理際交流機能の相対的な低さである。比較的バランス
よく各機能が発達しておりロ心拠点としての役割を果たすと思われる秋田所においても、やはり相
対的に国際交流機能が低くなっている。そこで、直際化に対応した庄内空港・酒田港の活用による
周辺地域の活性化と秋田市周辺め業務・工業集積の活用が大きな課題となると思われる ο また、東
北 E本海沿岸地域(三高速交通網休系の整備が相対的に遅れている地域であるが、空港・港湾の有効
な活用、仙台あるいは新潟なと東北主要都而との高速交通網体系整備がもつひとつの課題であろウ。
今後の発展の方向としては、対岸諸国と資源的に共通するものもあり、資源の輸入・研修生の受
け入れなどを通じ、対岸諸国との交流を積み重ねていくことが望まれる O
③北信越地域
この地域は、バランス良くかっ各機能が十分に発達している都市が、新潟市、金沢市、富山市、
福井市と集まっており、日本海沿岸地域発展の推進役としての機能が期待される。また、各県それ
ぞれ発展の核となる港湾があるが、環日本海交流の玄関口としての整備は十分とは言えない o
北信越地域の今後の発展方向としては、工業ある t，¥は文化面での集積を活かした国際交流都市と
しての機能強化が期待される。また、各県はモれぞれ得意とする分野が異なっており、相互に調整・
連携することによって複合的な交流拠点を形成することが可能と思われる。
④山陰、その他の地域
山陰で特に課題となってくる機能は、交通結節機能である。中心拠点となってくるであろう鳥取
市、松江市にしても他の都市と比較して相対的に交通結節機能が低い。そこで、現在計画されてい
る高規格幹線道路並びに空港・港湾の整備が必要である O とりわけ境港市は日本海漁業の拠点であ
り、食品加工基地としても機能しておリ、これを活用しつつ、水産業を中心として交流を積極的に
推進する可能性が考えられる。
山陰の今後の発展方向としては、関西あるいは山陽との歴史的明連が強く、その「日本海側め窓
口」として展開することが期待される。
3. 都市の交流、集積度の設定
( ~ )交流因子、集積因子の抽出
以土の分析だけでは、各都市の中心拠点と交流拠点性とのそれぞれの特性を明らかにすることは
出来ない。そこで、
1 .中心拠点性を持つ都市がそのまま交流拠点となっているり
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2. 中心拠点性は高いが、都市圏域の枠を越えていない。
3 .中心拠点性は低いが、交流拠点としての資質は高い。
といった、交流拠点としての資質を明らかにしていくために、 33都市を対象に因子分析法を用いて、
都市の交流度を表す共通因子と都市の集積度を表す共通因子の抽出を試みる。
まず、 86指標から都市の交流度という観点に注目して、試行錯誤の結果、 14指標(表-3 )を選
択し、主因子解による因子をパリマックス回転した方法による因子分析を行なう。同様に、都市の
集積度に着目しては指標(表 4 )を選択しバリマックス回転した方法による因子分析を行なう。
その結果抽出された共通因子のそれぞれの因子寄与率とその累積和を表← 5および表-6に、各因
子の因子負荷量を表 7および表-8に示す。さらに、各都市の交流度および集積度の因子得点、
因子得点の各上位 5都市は表--9に示す。
①都市の交流度
都市交流指標による因子分析を行なった結果、第一因子の因子寄与率は50.5%で、各指標の因子
負荷量が全て正に相関していることから、第一因子によって都市の交流度を説明することが出来る
と判断される。また、第三因子までの累積和は、 84.4%である。以下、各因子の定義付けを行なっ
ていく。
1 )第一因子
因子寄与率は50.5%で、各指標のうち特に相関が高いのは、 「姉妹都市数」、 「国際コンペンシ
ョンシティ指定都市 j 、 「大学学生数 J. 大学院入学定員数」であり、他の指標についても正の
相関を持つことから都市の交流度を説明する因子と定義する。
2 )第二因子
因子寄与率は17.2%で、各指標のうちの正の相関が高いのは、 「国際観光モデル地区指定」
「ホテル・旅館数」、 「国内航空旅客数」であることから、交流のための観光面について説明する
因子と定義する。
3 )第三因子
因子寄与率は16.8%で、各指標のうち正の相関が高いのは、 「入港船舶総トン数」、 「国際航空
旅客数」、 「新幹線駅」であることから、物流・人流を説明する因子と定義する。
②都市の集積度
都市集積指標による因子分析を行なった結果、第一因子の因子寄与率は71.6%で、各指標の因子
負荷量が全て正に相関していることから、第一因子によって都市の集積度を説明することが出来る
と判断される。また、第二因子までの累積和は、 83.7%である。
1 )第一因子
因子寄与率は71.6%で、各指標白うち特に正の相聞が高いのは、 「昼間人口 J、 「出国日本人数」
「供給情報量全メディア」、 「卸売・小売・飲食年間販売額」、 「大型応庖舗数」、 「金融機関
数」、 「図書館蔵書数」、 「都市公園個数」、 「鉄道旅客輸送人員」、 「自動車貨物輸送量」であ
り、他の指標にっついても正の相関を持つことから都市の集積度を説明する因子と定義する。
2 )第二因子
因子寄与率は12.1%で、各指標のうちの正の相関が高いのは、 f300以上の工業事業所数」、 「
工業製品出荷額等」、 「財政力指数」であることから、工業・財政を表す因子と定義する。
表-3 分析に用いた交流指標
Nu 都市交涜指標
県外からの流入人口
2 姉妹都市数
3 国際観光モデル地区指定地域
4 国際コンペンションシティ指定都市
5 新産業都市指定
高度技術工業集積地域
6 大学学生数
7 大学院入学定員数
8 史跡等活用特別事業
重要伝統的建造物群保存地区
歴史的港湾環境創造事業
9 ホテル・旅館
(日本観光旅館連盟会員)
(J T B協定旅館連盟会員)
10 入港船舶総トン数(千トン)
1 国内航空旅客数(千人)
12 国際航空旅客数(千人)
13 新幹線駅
14 高規格幹線道路網
変量
l 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
表-5 交流因子
表-6 因子負荷量
(パリマvクス回転後)
<交流指標>
第 1因子 第 2因子 第 3因子
0.316 -0.046 0.064 
牢 0.613 0.108 0.128 
0.264 本 0.643 0.185 
本 0.828 0.220 0.028 
0.090 0.301 0.059 
本 0.886 0.210 0.200 
ヰ 0.707 0.043 0.272 
0.095 -0.089 -0.004 
0.294 牢 0.678 -0.150 
0.141 0.349 本 0.677
0.017 牢 0.776 0.091 
0.290 0.276 事 0.768
0.239 -0.197 本 0.735
0.454 0.020 0.163 
表 -4 分析に用いた集積指標
Nu 都市集積指標
流入超過人口(流入人口ー流出入口)
2 昼間人口
3 出国日本人数
4 供給情報量全メディア(千兆)
300人以上の工業事業所数
6 工業製品出荷額等(百万円)
7 卸売・小売・飲食年間販売額(百万円)
8 大型店庖舗数
9 金融機関数
10 
11 
12 
13 
14 
財政力指数
図書館蔵書数(千冊)
都市公園個数
鉄道旅客輸送人員(万人)
自動車貨物輸送量(千トン)
変量
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
14 
表一 7 集積因子
表-8 因子負荷量
(パリマックス回転後)
く集積指標>
第 1因子 第 2因子
0.529 0.689 
本 0.921 0.366 
本 0.821 0.504 
本 0.954 0.198 
0.191 本 0.886
0.434 牢 0.778
牢 0.809 0.501 
本 0.866 0.354 
本 0.781 0.534 
0.126 本 0.780
本 0.791 0.402 
本 0.780 0.229 
本 0.778 0.074 
本 0.794 0.281 I 
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表-9 因子得点
僻道府県 都市名 Nu 都市交流指標 都市集積指標
第 1因子 第2因子 第3因子 第 1因子 第 2因子
北海道 稚内市 -0.494 -0.446 ー0.167 -0.561 -1. 077 
旭川市 2 0.996 0.328 -0.889 2.457 -1. 461 
留萌市 3 -0.496 -0.709 -0.202 -0.793 -0.827 
小樽市 4 -0.305 由 0.474 0.218 0.443 -1.074 
函館市 5 -1. 108 2.973 0.230 1. 931 -1. 485 
青森県 青森市 6 -0.713 0.970 0.267 0.641 -0.487 
弘別市 7 0.867 -0.731 -0.273 0.121 -0.508 
秋田県 能代市 8 -0.541 -0.570 -0.183 -0.554 -0.911 
秋田市 9 1. 698 0.238 -0.631 0.570 0.173 
男鹿市 10 -0.638 -0.188 目 0.204 -0.692 -1.164 
山形県 酒田市 1 一0.565 -0.920 -0.020 -0.530 -0.061 
鶴岡市 12 -0.430 0.567 -0.427 -0.488 ー0.095
山形市 13 0.507 0.835 -0.357 0.579 0.118 
新潟県 新潟市 14 1.888 0.880 4.287 2.501 1. 065 
長岡市 15 0.029 -1. 320 1.199 ー0.085 0.504 
上越市 16 -0.256 -0.728 -0.076 -0.459 0.400 
富山県 富山市 17 1. 454 1.503 -0.787 0.277 2.601 
高岡市 18 -0.258 -0.243 -0.198 -0.633 2.016 
新湊市 19 -0.641 -0.536 -0.11 0 -1. 228 0.456 
石川県 金沢市 20 2.744 0.419 -1.044 1. 916 1.661 
七尾市 21 -0.583 0.257 -0.230 -0.819 -0.470 
小松市 22 -0.862 1.763 0.580 -0.476 0.270 
福井県 福井市 23 1. 593 -0.611 -0.590 0.475 0.860 
武生市 24 -0.564 -0.519 -0.240 一0.846 0.351 
敦賀市 25 ー0.507 -0.531 ー0.103 -0.992 0.386 
京都府 舞鶴市 26 -0.610 -0.657 -0.018 -0.420 -0.566 
鳥取県 鳥取市 27 0.328 -0.478 -0.340 -0.498 1.101 
米子市 28 -0.802 0.566 -0.149 -0.197 -0.030 
境港市 29 -0.950 -0.758 0.084 -0.924 -0.615 
島根県 松江市 30 0.018 0.414 -0.434 -0.192 -0.289 
出雲市 31 -0.627 0.593 -0.372 -0.846 0.077 
浜田市 32 -0.492 -0.485 -0.197 -0.758 -0.870 
山口県 下関市 33 0.320 -1.403 1. 376 1. 081 -0.048 
4. 都市の類型化
( 1 )交流度と集積度の関係
まず、 x軸に交流度を、 y軸に集積度をとリ、各都市の因子得点に従ってプロットする。その図
に回帰直線を加え、回帰直線から ~S だけ隔たった包絡線も示した(図-2) 0 その結果ほと
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表-10 クラスター分析による都市の類型化
都市父流指標
クラスター 第 1因子 第2因子 第 3因子
稚内市 -0.494 -0.446 -0.167 
32 浜田市 -0.492 -0.485 ー0.197
-ー・
24 武生市 -0.564 -0.519 -0.240 
能代市 -0.541 -0.570 ー0.183
ー ‘ー・・-...
第 25 敦賀市 -0.507 -0.531 -0.103 
19 新湊市 -0.641 -0.536 -0.11 0 
留萌市 一0.496 -0.709 -0.202 
26 舞鶴市 -0.610 -0.657 -0.018 
16 上越市 -0.256 -0.728 -0.076 
11 酒田市 -0.565 -0.920 -0.020 
1 18 高岡市 -0.258 -0.243 -0.198 
+・....
10 男鹿市 -0.638 -0.188 -0.204 
4 小樽市 -0.305 -0.474 0.218 
29 境港市 -0.950 -0.758 0.084 
平均 -0.523 -0.555 -0.101 
13 山形市 0.507 0.835 -0.357 
12 鶴岡市 -0.430 0.567 -0.427 
第 31 出雲市 -0.627 0.593 -0.372 
21 七尾市 -0.583 0.257 -0.230 
28 米子市 -0.802 0.566 -0.149 
2 30 松江市 0.018 0.414 -0.434 
6 青森市 -0.713 0.970 0.267 
平均 -0.376 0.600 国 0.243
7 弘別市 0.867 -0.731 -0.273 
第 27 鳥取市 0.328 巴 0.478 -0.340 
23 福井市 1.593 -0.611 -0.590 
9 秋田市 1.698 0.238 -0.631 
3 2 旭川市 0.996 0.328 -0.889 
平均 1. 096 -0.251 -0.545 
第 33 下関市 0.320 -1.403 1.376 
15 長岡市 0.029 .-'..1320 1.199 
4 平均 0.175 ー1.361 1.288 
20 金沢市 2.744 0.419 -1.044 
そ 17 富山市 1. 454 1.503 -0.787 
の 22 小松市 -0.862 1.763 0.580 
他 函館市 -1.108 2.973 0.230 
14 新潟市 1.888 0.880 4.287 
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〈 交流指標一集積指標 〉
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図一 2 交流度と集積度の関係
んどの都市は包絡線、の内部に含まれたが、包絡線より土にプロットされた旭川市(2 )、函館市
( 5 )、青森市(6 )、新潟市 (14)、下関市 (33) は交流度よりも集積度が優っている都市で、
包絡線より τにプロットされた新湊市(19)は集積度よりも交流度が優っている都市を表す。
( 2 )クラスタ一分析による類型化
第一因子から第三因子までの君子得点を入力し、~子得点の組合せにより近似した都市群をケラ
スターとして類型化し(表 -10)、各都一市群の特徴を把握する。
1 )第一クラスター
現状においては、交流の拠点としては成り立つことは出来ないと思われる都市群である。
2 )第二ケラスタ←
今後、観光面の優位性を活かし中心拠点を補完する形での活性化を目指していける o
3 )第三クラスター
交流度は高いため、補完都市との関係が重要となる 0
4 )第四クラスター
交流度が高く、物流・人流面も持ち合わせているが、観光的な面でやや劣るので、その面を補完
する都市と提携してよリ活発な地域の形成が可能となる。
5 )その他
いずれかの因子が特化しているため、それぞれの特長を生かした発展方向を探る必要がある。
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5. おわりに
以と、交流拠点形成からみた日本海沿岸都市の分析を行ってきたが、円木海沿岸地域の総括的評
価は以下のとおりである。
①交流機能得点および交流因子の得点から、北海道地域の地方交流拠点は旭川市で、交通結節機能
が特化している。東北日木海沿岸地域の課題は国際交流機能で、交流拠点は秋山lIiである。
②北信越地域の交流拠点、は新潟市と金沢市だが、富山市、福井mとも得意とする分野は異なってお
り、相互に調整・連携するごとによって複合的な交流拠点を形成することが可能である。
③ ~ll 陰地域における課題は交通結節機能で、交流拠点は松江市である。関同・ 1111場地域との結び、づ
きが強く、日本海側の窓口として展開できる。
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